
公益社団法人兵庫県私学振興協会

平 成 ２ ７ 年 度

事業計画・収支予算書



Ⅰ 貸付事業

1 施設設備整備資金等貸付

（１） 貸付金の種類

　学校法人が行う小・中・高等学校の適切と認められる事業等に対し、次に掲げる区分によりその資金

の一部を貸付ける。

（２） 貸付限度額及び貸付額

ア 　業務方法書第６条第１項、第２項に規定する１学校法人に対する当該年度の貸付限度額は、貸付

対象事業費の100分の80以内とし、金額は350,000千円 とする。(経営資金限度額30,000千円)　

　災害復旧資金の貸付限度額については、前記貸付限度額の２倍の金額とする。

　なお、前年度末に貸付残額のある学校法人は、その貸付残額を差引いた額を貸付限度額とする。

イ 　貸付額は理事会で決定する。ただし、経営資金等で１年以内の貸付については、貸付審査委員会

の議を経て理事長が決定する。

（３） 貸付期間及び貸付利率

　業務方法書第７条第１項から第３項及び第５項に規定する貸付金の期間、貸付金の貸付利率は、

次のとおりとする。なお、貸付金の貸付利率については、平成２７年３月１１日現在とする。

　貸付金の期間「１２年以内」の貸付金利については、最終期限まで契約時に定めた固定金利を

適用する方法と、契約時から５年を経過したときの時点における日本私立学校振興・共済事業団の

利率を基準として改定する方法のいずれかを選択できるものとする。。

5　経営資金 １年以内 0.1% △0.5％

4　経営安定資金
１２年以内（うち据置期間２年以内） 0.3% △0.2％

５年以内 0.2% △0.3％

3　災害復旧資金
１２年以内（うち据置期間２年以内） 0.2% △0.3％

５年以内 0.1% △0.4％

2　耐震化整備資金
１２年以内（うち据置期間２年以内） 0.2% △0.3％

５年以内 0.1% △0.4％

１　施設設備整備資金
１２年以内（うち据置期間２年以内） 0.3% △0.2％

５年以内 0.2% △0.3％

5　経営資金 一時的に不足する人件費及び比較的低廉な備品等の購入

　　　　　　　

資　　　　金　　　　名 貸　　付　　金　　の　　期　　間 貸付金の貸付利率 事業団より割引幅

3　災害復旧資金 災害により被害を受けた建物、設備、校地等の原形復旧事業

4　経営安定資金

①校具・教具・備品等の購入

②情報化機器等大型設備購入費及び情報技術整備等事業

③高利債等借り替え資金

　前年度以前に金融機関等から協会貸付金利より年利率１％以上高い
　金利で借入した施設、設備、校地買収等の借入金の返済金

１　施設設備整備資金
建物建築（新築、増改築、補修、買収）及び土地買収・造成
（学校用地、体育館用地、運動場用地など）に係る事業

2　耐震化整備資金 学校施設の耐震化補強（改修）、改築に係る事業

　 このため、引き続き当会正会員の学校法人から出資金及び定款第７条に基づく経費負担（年会

費）によって、協会運営の安定化を図るとともに、適正な資産管理に努める。

資　金　名 貸　付　対　象　事　業

平成２７年度 事業計画　

　「兵庫の私学」の振興を図るため、私立学校の施設設備整備資金等の貸付け、兵庫県との委託

契約に基づいた入学資金の貸付、修学支援事業の業務及び兵庫県私立小・中・高等学校教職員

に対する研修事業等への助成を行う。



　なお、年度内に利率算定の基礎とした日本私立学校振興・共済事業団の利率改定があった場合

には貸付規程第３条第２項の定めるところにより改定する。但し、貸付利率は、0.1%を下限とする。

（4） 償還方法

　貸付規程第２条の規定により償還方法は、元金均等年賦償還とする。

（5） 貸付資金

（6） その他

　その他貸付条件、事務の手続き等は、業務方法書、貸付規程及び施設整備整備等資金貸付

審査要領等による。

2 私立高等学校入学資金貸付に要する資金の貸付

　学校教育法に規定する私立高等学校に進学する者の学資負担者に対して学校が行う、入学資金

貸付に要する資金を貸付ける。

（１） 貸付額

　生徒１人当たり　３０万円以内。

（２） 貸付期間及び貸付利息

　貸付期間は３年以内、貸付利息は無利子とする。

（３） 償還方法

　第１回償還期日を入学年度の９月３０日とし、３年間半年年賦均等償還とする。

　(償還日が金融機関の休日にあたるときは、その翌営業日とする。)

（４） 貸付限度額

　１学校法人に対する貸付額は、３，０００万円を限度とする。

（5） 貸付資金

　貸付資金は総額５７，５６５千円を予定する。

Ⅱ 私立高等学校入学資金貸付・修学支援事業の業務受託

兵庫県の委託を受けて私立高等学校入学資金貸付及び私立高等学校修学支援事業の業務を行う。

1 私立高等学校入学資金貸付事務

2 私立高等学校修学支援事務

事務。

　貸付資金は総額１８億９千万円を予定する。

　（施設設備整備資金等（上記表の１～４）： １８．７億円　８件、経営資金上記表の５： ２千万円　１件）

学校法人及び金融機関の貸付に対する利子相当分の補給、回収不能債権に対する損失補償等の事務

学校法人が実施する一定の要件を満たす修学支援貸付事業に対する利子相当分の補給、損失補てん等の



Ⅲ

年１回
年１回
年１回
年２回
年４回
年５回
年４回
年２回
年14回
年６回
年８回

　美術教育研修 年２回
年３回
年３回
年２回
年２回
年２回
年４回
年１回
年４回
年３回

年１回
年２回
年４回
年24回

　新任教員研修 年４回

Ⅳ

１ 平成２７年度末の資金造成見込額

（１）

年　度

区　分

（２）

円
平成27年度正味財産増減予定額  円

小　　　計  円

円

▲ 13,992,000
7,354,000

平成２７年度の資金造成見込額

長期借入金（正会員）（生徒数54,456人×400円×0.98） 21,346,000

合　　　計 （1)＋（2） 4,316,437,022

（1,974,980,000）
小計 4,302,504,022 21,293,000 ▲ 14,714,000 4,309,083,022

（うち事業積立資産） （1,974,980,000） （0）
2,001,781,422

長期
借入金

正 会 員 1,359,458,600 21,293,000 0

一 般 正 味 財 産 2,016,495,422 ▲ 14,714,000

1,380,751,600
特別会員 926,550,000 0 0 926,550,000

(単位：円）

平成２５年度
累計額

平成２６年度（見込み額）

増　加 減　少 計

　国語、社会、算数、理科等　  

　基本的知識・技能の習得　    

事業積立資産管理計画

平成２６年度末の長期借入金（正会員・特別会員）、及び事業積立資産の状況

小学校研修

　体育大会 　陸上競技会等
　校長研修 　学級経営
　教頭研修 　教頭会
　管理職研修 　視聴覚・学校図書館等　  
　教科別研修

　学校カウンセリング研修 　学校カウンセリング研究会　 
　教育情報化研修 　教育情報化研究会

　生徒指導研修 　生徒指導連絡協議会
　進路指導研修 　進路指導研究会

　体育科教育研修 　体育教育研究会
　家庭科教育研修 　家庭科研究会

　養護(特別支援)教育研修 　養護教員研究会等
美術教育研究会　　　　

中高研修

　社会科教育研修 　社会科研究会
　理科教育研修 　理科教育研究会
　英語教育研修 　英語教育研究会

　人権教育研修 　人権教育協議会（３ブロック） 

　図書館教育研修 　図書館協議会

　音楽会の開催

一般研修

　事務職員研修 　学校事務研究会
　教員一般研修 　新任・中堅教員研修会

　教頭研修、管理職研修等 　副校長・教頭会等
　教育課程研修 　教育課程研究会

学術奨励等

　音楽
　美術

　私学情報発信

（研修の予定）　学術奨励等研修（５回）、一般研修（４５回）、中高研修（２４回）、小学校研修（３５回）

〈財源〉協会の事業運営から生じる収入の一部を充てる。

種　　別 研　修　名 主　な　事　業

兵庫県私立小・中・高等学校教職員に対する研修事業等への助成事業

　県内私立学校の教職員で構成する各科目別研究会等が参加者を広く募集して研修会を実施する

事業に対して、定款第４条第４号の規定に基づき、私立小・中・高等学校の教職員が自主的に企画運営する

研修事業に対し助成（補助金の交付）する。

　美術展の開催
　書道展の開催
　私学展の開催

　書道



２ 資産の管理方針

（１） 定款第４条(事業)に基づき、貸付事業等の資産とする。

（２） 資金運用方針第２条に基づき、安全、確実に管理する。



行 公 益 目 的 事 業 会 計 法人会計 27年度予算

№ 私立学校教育振興事業 （管理費） 合　計

1 Ⅰ　一般正味財産増減の部
2 １．経常増減の部
3 （１）経常収益
4 ① 特定資産運用益
5 特定資産受取利息 9,300 0 9,300 10,450 ▲ 1,150
6 0 0 0 0 0
7 ② 会費収入
8 正会員会費収入 851 4,485 5,336 5,323 13
9 ③ 貸付事業収益
10 8,890 0 8,890 10,611 ▲ 1,721
11 265 0 265 310 ▲ 45
12 ④ 受託事業収益
13 利子補給金 432 0 432 473 ▲ 41
14 損失補償金 13,002 0 13,002 13,078 ▲ 76
15 受託事務費 5,645 0 5,645 5,653 ▲ 8
16 ⑤ 雑収益
17 150 0 150 1,163 ▲ 1,013
18 0 0 0 0 0
19 退職金財団給付金 958 136 1,094 829 265
20 雑収益 1 800 801 1 800

21 経常収益計 39,494 5,421 44,915 47,891 ▲ 2,976
22 （２）経常費用
23 ① 事業費
24 利子補給金 433 433 474 ▲ 41
25 損失補償金 13,002 13,002 13,079 ▲ 77
26 職員給与 8,342 8,342 8,221 121
28 諸手当 4,757 4,757 4,676 81
29 退職給付費用 958 958 726 232
30 退職金財団負担金 1,158 1,158 1,136 22
31 福利厚生費 1,674 1,674 1,699 ▲ 25
32 会議費 125 125 50 75
33 旅費交通費 550 550 370 180
34 通信運搬費 385 385 347 38
35 消耗什器備品費 100 100 100 0
36 消耗品費 156 156 156 0
37 図書費 226 226 226 0
38 修繕費 60 60 60 0
39 印刷製本費 617 617 3,317 ▲ 2,700
40 賃借料 2,439 2,439 2,439 0
41 諸謝金 216 216 150 66
42 公租公課 20 20 10 10
43 支払助成金 16,020 16,020 15,820 200
44 支払手数料 130 130 130 0
45 研修費 70 70 40 30
46 賞与引当金繰入金 1,392 1,392 1,295 97
47 雑　費 656 656 606 50
48 ② 管理費
49 役員報酬 200 200 170 30 監事報酬
50 職員給与 1,193 1,193 1,176 17
51 諸手当 681 681 771 ▲ 90
52 退職給付費用 137 137 104 33
53 退職金財団負担金 166 166 163 3
54 福利厚生費 239 239 255 ▲ 16
55 会議費 1,045 1,045 2,799 ▲ 1,754
56 旅費交通費 225 225 213 12
57 通信運搬費 42 42 80 ▲ 38
58 消耗品費 18 18 18 0
59 図書費 21 21 21 0
60 修繕費 83 83 83 0
61 印刷製本費 79 79 129 ▲ 50
62 賃借料 303 303 303 0
63 諸謝金 418 418 545 ▲ 127
64 公租公課 20 20 20 0
65 支払負担金 220 220 160 60
66 支払手数料 14 14 14 0
67 研修費 70 70 70 0
68 賞与引当金繰入金 198 198 185 13
69 雑　費 49 49 199 ▲ 150

70 経常費用計 53,486 5,421 58,907 62,605 ▲ 3,698
71 ▲ 13,992 0 ▲ 13,992 ▲ 14,714 722
72 特定資産評価損益等 0 0 0
73 投資有価証券評価損益等 0 0 0
74 評価損益等計 0 0 0
75 ２．経常外増減の部 0 0 0
76 （１）経常外収益 0 0 0
77 経常外収益 0 0 0
78 経常外収益計 0 0 0
79 （２）経常外費用 0 0 0
80 経常外費用 0 0 0
81 経常外費用計 0 0 0
82 　　　当期経常外増減額 0 0 0
83 　　　他会計振替額 0 0 0
84 当期一般正味財産増減額 ▲ 13,992 ▲ 14,714 722
85 一般正味財産期首残高 2,001,781 2,016,495 ▲ 14,714
86 一般正味財産期末残高 1,987,789 2,001,781 ▲ 13,992
87 Ⅱ　正味財産期末残高 1,987,789 2,001,781 ▲ 13,992

その他経費

   評価損益等調整前当期経常増減額

H26年度決算後予定額

室料、会計ｼｽﾃﾑﾘｰｽ料、HP等
税理士顧問料、司法書士等謝金
印紙税等
全振連等負担金
振込手数料等
公益法人セミナー等

議案書印刷等

ﾊﾟﾝﾌﾚｯﾄ印刷等
室料、会計ｼｽﾃﾑﾘｰｽ料、HP等
司法書士等謝金

私立学校教職員研修事業等助成金
振込手数料等

その他経費

3人分の一部

共済等事業主負担分ほか
総会・理事会・研修会等

金利・資金運用等の専門図書
会計ｼｽﾃﾑ保守等

新聞等
会計ｼｽﾃﾑ保守等

理事会、全振連等旅費
郵送費、電話等事務経費
事務経費

H24～26年貸付分（学校分）
H23年度貸付分
3人分の一部

共済等事業主負担分ほか
貸付審査委員会等
全振連等旅費
郵送費、電話等事務経費
事務備品
事務経費

有価証券運用収入

全振連事務職員研修会分担金・参加者負担金

H24～26年貸付分（学校分）
H23年度貸付分
県受託料（入学資金貸付）

受取利息収入

施設等貸付金受取利息 H17～27年貸付分（14件）

入学資金貸付金受取利息 H24～26年貸付分（協会分）

県住宅供給公社への貸付等

特定資産受取配当金

定款に基づく年会費

平成２７年度 収支予算書（正味財産増減予算書）

平成  27 年 4 月 1 日から平成 28 年 3 月 31 日まで
(単位：千円）

科 　    目 内部取引消去 26年度予算 増 減 主 な 内 容
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